
 1 食品衛生に関する監視指導の実施に関する指針  

 この食品衛生監視指導計画は、重点的、効果的かつ効率的な食品衛生の監視指導を推進するもの

で、松山市では、食の安全性確保のために次の８つの基本的指針に基づき策定しました。 

 

 2 重点的な監視指導事項  

 一般的な監視指導項目に加え、関係施設に対して以下の重点的な監視指導を実施します。 
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    和 年度に監視指導     する事項  

 令和 8年度に更なる監視指導体制の強化を図る事項は次のとおりです。 

項  目 内    容 

HACCPに沿った 

衛生管理の推進 

食品衛生法の改正により、原則全ての食品等事業者に対して義務付

けられた「HACCPに沿った衛生管理」について、令和8年6月末をも

って改正食品衛生法の完全施行から 5 年が経過し、おおむね全ての営

業施設等に対して実施の必要性についての周知が完了します。引き続

き、一層の推進と実効的な取組の支援を行う等、重点監視指導事項の

中でも、最重点事項の１つとして注力します。（計画１０ページ） 

食中毒原因物質別対策 

コロナ禍以降、全国・市内ともに食中毒事案は増加傾向で、市内では

カンピロバクターだけではなくノロウイルスによる食中毒事案も多い状

況です。また、令和 7 年には、県下でサルモネラ属菌を原因とする食中

毒が続発しました。引き続き、食中毒予防啓発活動及び営業施設等へ

の監視を強化します。（計画１0ページ） 

その他の対策 

近年、市内への観光客は増加傾向で、特に、各種イベント開催時は宿

泊客が増加するため大量に食事を提供する旅館・ホテル等への監視指

導を強化することに加え、事前啓発活動等も積極的に行います。（計画

８、１１ページ） 

「食品衛生責任者の選任と資質向上について」（令和５年８月３１日付

け生食発０８３１第１９号通知）に基づき、養成講習会及び実務講習会の

受講機会の確保を促進するとともに、一般社団法人愛媛県食品衛生協

会と連携して、引き続き、積極的な受講を強く働きかけます。（計画１１

ページ） 

 


